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F. 効率的な情報共有のための取組み 

(地域連携パスの作成の取組み、 

地域の在宅医療・介護関係者の連絡様式や方法の統一など) 
内容・目的 

一人の対象者に対して多職種が連携して医療・介護サービスを提供する際には、一貫性の 

あるサービスの提供のため迅速な情報の共有が不可欠である。 

このため、地域連携パスの作成の取組、地域の在宅医療・介護関係者の連絡様式・方法の

統一など地域内で効率的な情報共有を行える基盤を整える。 

ICTの活用によるリアルタイムの情報共有などの試みも行われる。 

 

留意点  

〇  多職種が用いるものであり、地域内で共通のプラットフォームとなるものであること 

や、頻繁な変更は参加者にとって負担になることから、推進協議会等の場を通じて、共 

有すべき情報とその手法等について十分に検討することが必要である。 

〇  個人情報の保護の観点からの十分な検討が前提となる。 

〇  ICTなどの導入については、コスト面での継続的な負担が生じやすいことから、費用 

  対効果や、技術的な妥当性についてもよく検討する必要がある。 

〇  定期的に情報共有のツールや共有する情報項目等についての評価を行い、活動のブ 

ラッシュアップを行う。 

 

例)山形県 鶴岡地区医師会における効率的な地域での情報共有の取組み 

   (図 33、図 34) 

 

※ 鶴岡地区医師会は、行政との連携により、市内のショートステイ空き情報をリアルタイムに把握し 

関係者への情報提供に役立てている。 
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例)岡山県 新見医師会における地域連携パスの取組み (図 35) 

 
 

※ 新見医師会は、地域の多職種の情報共有を目的として、対象者の個々に医療・介護情報を包括する地 

域連携パスを作成し、実際に運用している。 
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G. 地域住民への普及・啓発 

 

内容・目的  

〇  在宅医療・介護の連携が円滑に進んでいくためには、医療・介護関係者の連携・努力 

  だけではなく、何よりも患者や家族が在宅医療についてよく理解して選択することが基 

  本となる。 

〇  今後、各地域において医療・介護の支援が必要とされる高齢住民が増加することが見 

  込まれており、地域住民にも在宅での療養介護に関する理解を促していただくことが必 

  要である。 

 

留 意 点 

〇  具体的には、退院後の生活や在宅での看取りなどについての情報提供媒体の作成や、 

  寸劇なども活用した理解しやすい啓発活動、地域特有の情報発信ツールを活用した情報 

提供等を展開することが重要である。 

 

例)東京都 板橋区医師会における地域住民への普及啓発活動の取組み (図 36、図 37) 

 

※ 板橋区医師会は、区民公開講座で寸劇を用いた在宅医療の啓発活動を行っている。 
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例)熊本県 熊本市における地域住民への普及啓発活動の取組み (図 38) 

※ 熊本市は、一般市民への啓発に、市政テレビ広報番組を利用している。

例)和歌山県 すさみ町における地域住民への普及啓発活動の取組み (図 39) 

※すさみ町は、町報を活用した住民への情報発信を行っている。


